
普及・実証・ビジネス化事業

途上国の課題解決に貢献し得るビジネスの事業化に向けて、技術・製品・ノウハ
ウ等の実証活動を含むビジネスモデルの検証、提案製品等への理解の促進、
ODA事業での活用可能性の検討等を通じた事業計画案の策定を支援します。

ビジネス活動計画を実証・策定したい

中小企業支援型 SDGsビジネス支援型

対象者
中小企業、中堅企業、中小企業団体の

一部組合
「中小企業支援型」の対象者に該当しない

本邦登記法人

経費上限
一件あたり1億円

（大規模／高度な製品等を実証する場
合は、1.5億円）

一件あたり5,000万円

負担経費 ・外部人材活用費・旅費・機材購入、輸送費・現地活動費・本邦受入活動費・管理費

期間 1～3年程度

対象分野
途上国の社会・経済開発に効果のある分野

（環境・エネルギー、廃棄物処理、水の浄化・水処理、 職業訓練・産業育成、農業、
保健医療 等）

対象国 原則としてJICA在外事務所等の所在国
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普及・実証・ビジネス化事業の事例
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普及・実証・ビジネス化事業の事例



25

5. その他のJICAの民間企業支援メニュー



草の根技術協力事業（地域活性化特別枠）

地方自治体、地域経済団体、大学及び企業等が有する技術・経験を活用して、途上
国に貢献することを支援すると共に、途上国の様々な需要・ニーズを日本各地のリソース
と積極的に結びつけ、国際化を支援することで、地域の活性化を促進します。

途上国途上国

社会経済上の課題

地方公共団体等

技術力

経験 ＪＩＣＡ
開発途上国での
事業の実施を支援

地方公共団体等が有する技
術・経験を活かして企画し
た国際協力事業を実施

・大学・地方自治体等の経験や技術を生かしたい

対象者
地方自治体（事業実施に際し、地方自治団体の指定する団体が事業実施団体とな
ることも可）

経費 件あたり 万円を上限（ 年 月現在）

期間 年以内

負担経費 ・人件費 ・海外活動費 ・国内活動費 ・設備、機材費 等
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